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Topics 事業推進室

2018年10月16日（火）より4日間、幕張メッセにてCPS/

IoTの総合展「CEATEC	JAPAN	2018」を開催しました。

各イベントの模様を中心に、時系列でレポートします。

「つながる社会、共創する未来」をテーマに、「日本の

成長戦略や未来を世界に向けて発信するSociety 5.0の

展示会」として開催した、本年のCEATEC JAPANは、

出展者数725社／団体(うち新規出展者数345社／団

体)、登録来場者数156,063人(前年比3,977人増、同

2.6%増)を記録しました。1日あたりの登録来場者数平

均は39,016人（歴代5位）の結果となり、会場はより幅

広い業種・産業の来場者でにぎわいました。

今回初めての取り組みとして、各国の施策や社会課題

を共有し、その解決に向けて議論するための「Global 

Symposium」が10月15日（月）に開催されました。ド

イ ツ 産 業 連 盟 の デ ー タ・ケ ン プ 会 長、 米Salesforce.

comの共同創業者兼CTOであるパーカー・ハリス氏、仏

ダッソー・システムズの創設メンバーでグローバル・ア

フェア特別顧問を務めるフィリップ・フォレスティエ氏、

CEATEC JAPAN実施協議会会長であり、JEITA会長／

三菱電機取締役会長の柵山正樹氏がそれぞれ講演し、イ

ンダストリー 4.0やSociety 5.0など各国が取り組む施

策の現状や課題を共有しました。その後のパネルディス

カッションにおいては、Googleの岩村水樹専務執行役

員CMOがモデレータを務め、活発な意見交換や議論が

行われました。

10月15日、CEATEC JAPAN 2018のオープニング

レセプションが、パレスホテル東京にて盛大に開催され

ました。来賓として、世耕弘成経済産業大臣、石田真敏

総務大臣、日本経済団体連合会の中西宏明会長などにご

出席をいただきました。会場には官公庁関係者、各社経

営幹部などの750名以上にご参集いただき、CEATEC 

JAPAN 2018の成功に向けて、業界全体が一丸となっ

て取り組む姿勢を見せるとともに、参加者同士が懇親し

ました。また、会場では「CEATEC AWARD 2018」の

経済産業大臣賞および総務大臣賞が発表され、受賞企業

に対して両大臣が直接賞状と盾を贈呈しました。

CEATEC JAPAN 2018 開催報告

Global	Symposium

オープニングレセプション

総務大臣賞：
京セラ株式会社

金属上でもアンテナ特性が低下
しない2.4GHz帯の小型・薄型
の新アンテナ「Amcenna」
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10月16日、幕張メッセ 国際会議場のコンベンショ

ンホールにて、柵山正樹 会長による開会宣言が行われ、

昨年に引き続き、CEATEC JAPANを「日本の成長戦略

や未来を世界に向けて発信するSociety 5.0の展示会」

と位置づけ、「つながる社会、共創する未来」をテーマに

開催する旨が述べられました。

本年は初日のコンファレンスプログラムを刷新し、

さまざまな産業界の企業経営者が登壇する基調講演が

開 催 さ れ ま し た。 コ マ ツ 大 橋 徹 二 社 長、Preferred 

Networks　西川 徹社長、ローソン 竹増貞信社長、ファ

ナック 稲葉善治会長がそれぞれ登壇した基調講演はい

ずれも立ち見が出るほどに盛況を博しました。他にも、

Origami 康井義貴社長やソラコム 玉川 憲社長といっ

た次世代を担う若手経営者の講演も開催されました。

初日の基調講演以外でも、Society 5.0に向けた取り

組みとして、Fintechやショッピング、スマートホーム

や自動運転、ヘルスケアや5Gなどの多様なテーマにて、

150本以上の講演が行われました。

Society 5.0で実現する未来の暮らしや社会を発信 

する特別企画として今年も「IoTタウン」が展開されまし

た。ローソンやライオン、NEXCO東日本、竹中工務店

や三菱地所など初出展の8社を含む20社／団体が参画

し、昨年比2倍となるスペースで、持続可能な経済成長

と国内外の社会課題の解決のため、業界・業種の垣根を

超えた連携・共創が発信されました。

CEATEC	JAPAN	2018開会宣言

CEATEC	Keynotes

コンファレンス

主催者企画：IoTタウン

経済産業大臣賞：
株式会社エアロネクスト

4D Gravity™搭載 360°VR
撮影用 ドローン「Next VR™」
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事業推進室Topics

本年は過去最高となる162社／団体のスタートアップお

よび大学研究機関が出展し、さまざまなアイディアやソ

リューションが発信されました。また、隣接するイノベー

ショントークステージにて、スタートアップ企業が登壇す

る「CEATECピッチ」などの新しい試みも開催されました。

今回初めての取り組みとして、海外パビリオンや海外

スタートアップ企業が集結する「Co-Creation Park」

が新設されました。これは、米CESの「Eureka Park」

や独IFAの「IFA NEXT」を意識し、海外との共創の場を

目指して展開されたもので、11カ国80社／団体が参画

しました。Co-Creation Parkでは、英語を公用語とし

て、活発なコミュニケーションが展開され、また会期中

には、新設したフランスパビリオンの設置を祝うセレモ

ニーも開催され、駐日フランス大使を務めるローラン・

ピック閣下にご来場いただきました。

10月16日 夜 に は 幕 張 メ ッ セ 国 際 会 議 場 の 国 際 会

議室にて出展者レセプションが開催され、CEATEC 

AWARD 2018の部門賞並びに審査員特別賞の表彰が

行われました。

今回初めての取り組みとして、主催者発行新聞「CEATEC 

Daily」を会期中毎日発行し、見どころや基調講演の模様

を日英併記でレポートしました。WRSとのコラボレー

スタートアップ&ユニバーシティエリア

出展者レセプション

CEATEC	Daily

Co-Creation	Park
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ションで実現した本紙は、各日1万部が配布され、多く

の方々にご活用いただきました。

昨年発行した冊子『Society 5.0』を増補し、第2弾とな

る『Society 5.0 –テクノロジーが拓く私たちの未来-』を発

行、CEATEC JAPANの会場で配布されました。10,000

部以上が手に取られ、幅広い方々にSociety 5.0の全体像

や最新の取り組み事例を紹介することができました。

2013年以来となる各省大臣によるご視察をはじめ、

官庁幹部や海外、他産業の方々などにご参加いただき

（ 45組、230名）、JEITA会員企業との連携の可能性を

生み出す機会となりました。ツアー訪問先の企業や団体

の窓口、説明者の方々に毎回丁寧にご対応をいただきま

したことに、この場を借りて厚く御礼申し上げます。

2000年に第1回を開催したCEATEC JAPANは2019

年に20周年を迎えます。来年は、さらに業種・産業の幅

を広げ、「つながる社会、共創する未来」の具現化と、未

来の社会を描くための変革を一層加速してまいります。

「CEATEC JAPAN 2019」は、2019年10月15日（火）

から18日（金）の4日間、幕張メッセにて開催予定です。

開催規模

・ 出  展  者  数  ： 725社／団体
  （2017年実績：667社/団体、昨年比+8.7%）

・ 出 展 小 間 数 ： 1,786小間
  （ 2017年実績：1,758小間、昨年比+1.6%）

・ 新規出展者数 ： 345社／団体
  （ 2017年実績：327社/団体）

・ 海外出展者数 ： 19カ国／地域から206社／団体
  （2017年実績：22カ国／地域から199社／団体）

『Society	5.0	–テクノロジーが拓く私たちの未来-』

主催者ツアー
2018年 10月16日(火) 10月17日(水) 10月18日(木) 10月19日(金) 合計

来場者 28,454 28,301 34,484 41,017 132,256
プレス 888 199 142 130 1,359
出展関係者 6,252 5,170 5,695 5,331 22,448
登録来場者合計 35,594 33,670 40,321 46,478 156,063

2017年 10月3日(火) 10月4日(水) 10月5日(木) 10月6日(金) 合計
登録来場者 31,641 34,492 40,171 45,762 152,066

【登録来場者数】

（参考）

CEATEC	JAPAN	2019
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企画管理部

企画管理部広報室では、Society	5.0の最新動向や各

業界のフロントランナー企業へのインタビュー記事など

をまとめた冊子、『Society	5.0	－テクノロジーが拓く

私たちの未来－』を10月15日に発行しました。本冊子

はCEATEC	JAPAN	2018などで既に1万部以上が配布

され、好評を博しています。

JEITAは2018年度事業計画の基本方針に「Society 

5.0の推進」を掲げており、2017年には会員規定に関す

る定款を変更して、IoTに関連するあらゆる産業の企業

／団体に会員の門戸を広げました。昨年に続き、2版目

の発行となる今回の冊子には、本年度新たにJEITAの会

員となったJTBや損保ジャパン日本興亜をはじめとする

IT・エレクトロニクス産業以外の企業にも登場いただい

ています。

本冊子ではSociety 5.0 の全体像から、Society 5.0 

の実現に向けて“フロントランナー”として走り出した経

営者並びに先進企業の動向、そして「Society 5.0の総

合展示会」として開催されているCEATEC JAPANの歴

史などを取り上げています。フロントランナー企業の取

り組み事例を豊富に掲載している本誌は、Society 5.0

の基礎から最新動向までを網羅的に理解できる1冊とし

てまとめました。

本冊子の解説やインタビューなどを担当した、株式会

社インプレス DIGITAL X（デジタル クロス）編集長の

志度 昌宏氏は「日本が進むべき方向性を示す、Society 

5.0（超スマート社会）。そこに向けて多くの企業がビジ

ネスの舵を切り始めました。本冊子には、そんな先進企

業が何を考え、どんな新サービスを実現しようとしてい

るかの“生の声”が溢れています。しかし、本当に必要な

新サービスの創造には、企業同士はもとより、利用者を

含めた共創が不可欠です。そのためにも本冊子のご一読

を、サービスを創る側と使う側の区別なく、すべての方

にお薦めします」とコメントを寄せています。

JEITAはあらゆる産業による共創・連携を促進し、

Society 5.0およびCPS/IoTの社会実装を推進していく

ことで、わが国が直面する社会的課題の解決と新たなビ

ジネスの創出を目指してまいります。

目 次

第1章	Society	5.0とは

・ なぜ今、Society 5.0を目指すのか

・ Society 5.0が実現する“未来”の姿

・ Society 5.0とSDGs（持続可能な開発目標）

・ Society 5.0を理解するためのキーワード

第2章	Society	5.0を進めるキーパーソン

・ インタビュー：ローソン 代表取締役 社長 竹増貞信 氏

・ インタビュー：JEITA 会長／三菱電機 取締役会長 柵山正樹 氏

・ ラウンドテーブル：デジタルネイティブが考えるSociety 5.0

第3章	Society	5.0のフロントランナーたち

・ SOMPOホールディングス

・ コマツ

・ ライオン

・ LIXIL

・ バンダイナムコ

・ JTB

・ 三井住友フィナンシャルグループ（SMFG）

・ 三菱UFJフィナンシャル・グループ（MUFG）

・ シャープ

・ NEC

『Society 5.0 －テクノロジーが拓く私たちの未来－』を発行

Topics

Society	5.0の最新動向を1冊に
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・ 日立製作所

・ コラム：スマートシティからスマートサービスシティに

第4章	Society	5.0を具現化するCEATEC

・  「つながる社会、共創する未来」を描き出すCEATEC

・ 写真で見るCEATECの歴史とテクノロジーの変遷

本冊子はJEITA本部のサービスカウンターにて無償で

配布しております。まとまった部数をご入用の場合は、

着払いでの配送も対応しますのでご相談ください。

お知らせ

刊行物のご案内

Society	5.0	
－テクノロジーが拓く私たちの未来－

■発行：2018年10月15日
■体裁：A4版 60頁
■企画・発行：一般社団法人 電子情報技術産業協会
■編集協力：株式会社インプレス
 　DIGITAL X（デジタルクロス）編集部
 　INTERNET Watch編集部
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情報・産業システム部

産業システム事業委員会	制御・エネルギー管理専門委

員会では、IoTによる全体最適（需供双方向連携）や、既

存インフラの効率改善、省エネ貢献が可能な“連携制御”

技術の普及を図っております。

JEITA制御・エネルギー管理専門委員会では、複数の

機器や設備を連携させた運用や制御により、システム全

体の最適化を行うことでエネルギー効率を向上させる

という考え方を「連携制御」という概念にまとめ上げ提

唱してきました。連携制御は機器単体の高効率化とは

異なり、既存設備を活用しながら、制御技術によって

全体最適を実現するものであり、投資対効果の高いソ

リューションです。連携制御の考え方は、Connected 

IndustriesやIoT（Internet of Things）に代表される、

機器やデータがつながることによって価値を生み出すと

いうコンセプトをまさに実現するものと言えます。

当委員会はこれまでに、連携制御の事例収集、連携制

御のカテゴリ分け、他の省エネ施策との投資対効果の比

較、導入効果指標の標準化などの取り組みを進め、これ

らの検討結果をまとめた集大成として「連携制御ガイド

ブック」を2012年に刊行しました。

連携制御の全体最適の概念はエネルギー以外の指標に

も適用することができます。たとえば、生産プラントで

は品質、納期、総コスト、環境負荷（CO2排出量等）、安

全性などの指標を考えることができ、これらの指標の組

合せを何らかの基準に基づいて最適化します。また連携

範囲も、工場内だけではなく、工業団地のようなコミュ

ニティやスマートグリッドなど広範囲の最適化が可能で

あります。

このような指標や範囲の広がりに対応するため、当

委員会では連携制御の定義を見直し、2017年3月に「連

携制御ガイドブック第三版」を発行しました。改訂前の

Activity 活動報告

Connected Industries実現に向けた、
IoTによる省エネ・リノベーション“連携制御”の役割

連携制御とは 拡張された連携制御

【図1：拡張された連携制御】 【図2：社会全体における連携制御の位置づけ】



● 0 8

Activity 活動報告

連携制御はエネルギーのみの最適化を前提としてまし

たが、拡張に伴い、「エネルギー使用量に関連する指標

を含む、1つ以上の評価指標を最も適した状態に導くた

めに」とし、生産品質（歩留まり）や快適性など、エネル

ギー以外の評価指標も含んで最適化を行う事例も含む

ようになりました（図1 ）。これにより、連携制御は図2

に示すように社会全体の連携までを含む概念となりま

した。

現状、機器単体での省エネについては、単純な機器や

照明などの入れ替えは一定程度進展しており、今後は大

規模な機器やシステムの高効率なものへの入れ替えが期

待されているが、なかなか取り組みが進んでおりません。

一方、連携制御では、既存のシステムの測定対象の追加

や制御方法の変更により省エネを実現するものであり大

きな期待が寄せられております。さらに省エネだけでな

く、生産性や品質、安全性にも取り組むことができるた

め、工場・プラントにおいても比較的取り組みやすいも

のとなっています。

拡張された連携制御では、エネルギーと様々な指標を

結び付け、バウンダリの枠をさらに広げたことで、地域

内の事業所間、スマートグリッドとの連携、サプライ

チェーンへの接続など複数事業者や複数システムとの連

携も対象となります。

C E M S（ C o m m u n i t y  E n e r g y  M a n a g e m e n t 

System）およびスマートグリッドと工場間の連携の事

例は図3,4の通りです。さらに、工場内・工場間の連携を

進 め る た め、FEMS（Factory Energy Management 

System）の標準化により連携制御の普及を促進する活

動を開始し、FEMSは連携制御に係る重要な機能であり、

単なる見える化だけでなく、最適化や予測の概念も含ん

だ機能を国際標準化する検討を行っております。今後、

IoTやスマートグリッド、再生可能エネルギーや蓄電技

術などが普及するにつれて、広範囲での最適化が必要に

なり、連携制御の役割は増していくと期待しております。

連携制御：CEMSスマートグリッドへ

【図3：CEMSにおける連携制御の事例】 【図4：スマートグリッドと工場・プラントの需給調整】
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放送・通信システム部

近年、新興諸国・地域において、製品安全・EMC規制

導入の動きが顕著に拡大しており、国際的なプラクティ

スに則っていない独自の認証スキームの早期強制化が、

当該国市場へ製品を導入するうえでの支障となっていま

す。国際基準に則り安全設計を行っていても、不合理な

制度に対応するため高い認証コストを負担、これに伴い

製品価格が上昇、認証取得時間の長期化により市場導入

が遅れる等、様々な課題に直面しています。

適合性評価システム委員会・海外制度検討WGでは、こ

うした課題を改善するため、国際基準・スキームに整合し

た合理的かつ適正な基準適合性評価制度の在り方を検討

し、当WGで策定したポジションペーパーをベースとし

て関心国に向けた提案型活動を積極的に展開しています。

この地球上には言語、慣習、地理的要因等の異なる様々

な国家が存在します。

製造者や消費者の安全確保に関する知識が十分に浸透

していない国にあっては、国民の生命や財産を危険にさ

らすことのないよう、消費者保護の観点から法令の拘束

力で危険な製品から国民を保護する必要があります。

そのために、特に製品安全の分野では、所定の安全基

準に基づき、事業者自らが「規格に適合していることを

宣言」することを法令で義務付けることにより、国が指

定する基準をクリアした製品だけが市場に流通するシス

テムを作り上げています。

製品開発から製造出荷、市場販売に至る各ステージで

クリアすべき多くの関門が存在する中で、製品の公的技

術基準への適合を検証するステージは、製品のタイムリー

な市場アクセスを左右する、重要な関門となっています。

特に、製品認証が法令で強制されている場合は、第三

者機関、しかも規制当局指定の試験・認証機関にことを

委ねざるを得ないことから、製品の市場アクセスのタイ

ミングは適合証明書発行のタイミングに大きく依存する

ことを想定しなければなりません。

広範囲な国・地域における基準適合性評価制度の開始・

強化の動きに伴い、制度の国際化を推進する必要性が一

層、高まっている中、適合性評価システム委員会・海外

制度検討WGでは、2018年も、インド、サウジアラビ

ア、GCC諸国（中東7カ国［サウジアラビア、クウェート、

バーレーン、UAE、カタール、オマーン、イエメン］）、

UAE、メキシコ、マレーシアでの新規制に対する意見

や要望書を提出しています。更に、下表に示す、UAE

およびインドに対しては、現地に赴き、関係当局への意

見具申、直接面談での改善提案を実施しました。

インドでは、電子機器およびIT機器の製品安全に関す

る新たな強制認証制度として、2012年9月付の官報に

て、電子･情報通信製品登録義務規則（CRO）が発行され、

Activity 活動報告

製品安全分野における認証制度の
国際整合化・適正化に向けた取り組み

製品安全分野における認証の義務づけ

インド　電子･情報通信製品登録義務規則（CRO）
認証制度の実態
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Activity 活動報告

2014年1月3日から完全施行されました。

概 要

当初、本規則は発行日から半年後の2013年4月3日に

施行予定でしたが、指定試験機関数の不足等の諸事情に

より、2013年3月22日付けでNotificationが発行され、

2013年7月3日まで延期されました。その後も、試験お

よび機器登録手続き審査の長期化が十分に改善されず、

産業界からの要請等を受け、2014年1月2日まで条件付

きでの完全適合猶予が与えられ、2014年1月3日をもっ

て完全施行となっています。

尚、当時、JEITAからも経済産業省および在インド日

本大使館の支援のもと、現地関係当局に改善要望および

延期等の提案を行いました。

適用規格

適用規格は、本規則の附表に対象品目毎指定されてお

り、BIS Act下で、BISが出版するインド規格（Indian 

Standard、以下IS規格と記す）が引用されています。

AV機器、IT機器のIS規格共にIEC規格に基づき策定され

ています。ただし、IS規格改訂時において新旧両規格が

併存可能な期間は明確に規定されておらず、また、上位

法令のBIS rulesでは、適用IS規格失効時には、即座に

その適用規格に基づき発行された登録証が無効になると

規定されています。したがって、適用規格の改訂動向は

十分に注視する必要があります。

要求事項

①適用IS規格への技術適合

②BIS指定試験機関での試験の実施、試験レポートの入手

およびBISへの機器登録の実施

③製品上および梱包箱上への適合マーク等の表示加え

て、インド国外製造者（工場）の場合は、インド在中の代

理人の設置が義務付けられています。

【CRO対象品目リスト】



放送・通信システム部Activity 活動報告

2012年9月の公示以来、適合性評価システム委員会よ

り、対象品目の追加や規格更新に対する猶予期間の設定、

過度な表示要求や煩雑な申請書類の是正などを申し入れ、

徐々にではあるが一定の改善が見られてきています。

その一方で、新たに規制対象となる機器（Phase Ⅲ等）

の強制日延期の公示や、規格の変更（IS 616等）による

再登録強制日延期の公示など、強制日の直前になってそ

れらが公示されるという国際的な運用とは異なる対応が

引き続きなされており、対象製品の物流停止など、ビジ

ネスへ大きなインパクトを与えています。また、2018

年6月には、追加の表示要求を含むBIS (Conformity 

Assessment) Regulations, 

2018が発行、即日強制化され

ました。このような独自の適

合性評価手続きや要求が当業

界において大きな負担となっ

ている状況を踏まえ、国際慣

行に整合した運用への是正を

求める改善提案を当局MeitY

およびBISに要望しました。しかし、当局から回答が得

られなかったため、在インド日本大使館はじめ日系現地

法人と連携を図り、同年7月26日に、関係当局（MeitY

およびBIS）との面談が実現しました。

面談では当初、Regulationの強制日の延期は原則的に考

えていないとの基本方針の立場でしたが、粘り強い交渉の

結果、最終的にJEITAの提案内容に理解が得られ、追加の

表示要求に対し、2019年3月までの延期が実現しました。

適合性評価システム委員会は、2001年に設置され、

発足以来、国際基準・スキームに整合した合理的かつ適

正な基準適合性評価制度の在り方を検討し、関心国に向

けた提案活動を推進してきました。

国内外問わず、今後も必要に応じて現地関係当局との

直接交渉を含む積極的な取り組みを行い、規制制度の改

善を通じて会員各社に寄与してまいります。

認証制度の国際標準化・適正化に向けて

インドCRO制度へのJEITAの取り組み

【委員会・海外制度検討WG	概要】

【対応している主な国の規制情報】
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Activity 活動報告

2018年7月10日（火）に機械振興会館（東京都港区）で

「JEITA電子実装技術標準化活動報告会2018」が開催さ

れ、経済産業省からの国際標準化戦略の報告を皮切りに

全体4部構成からなる報告会が執り行われました。

三次元電子モジュール、はんだ接合、ウィスカ、スルー

ホールリフロー実装、サーマルマネジメント、そして

METIプロジェクトの電力半導体デバイス等、いずれも

日本が主導し日本の意見を反映した標準化活動テーマと

なっており、参加者には質疑応答等を通じて多くの「気

付き」を持ち帰っていただけたのではないかと考えてい

ます。今回はその中から概要をいくつか紹介します。

①コネクテッドインダストリーズが描く将来像

経済産業省産業技術環境局国際電気標準課統括基準認

証推進官の野口康成様（当時）から、同省で提唱・推進し

ているコネクテッドインダストリーズ、TC91でも電子

部品の包装ラベルとして国際標準化しているQRコード

の電子マネー用途、個人情報の保護、企業戦略としての

ルール形成、に関して、最新情報も交え、熱のこもった

大変興味深いお話をしていただきました。

②IEC	TC91（電子実装技術）のアクティビティ

Society 5.0と電子実装技術の国際標準化の関係につ

いて報告がありました。Society 5.0とは、国連の持続

可能な開発目標（SDGs）を実現する社会およびそれを目

指した取組みということで、SDGsの17の目標のうち、

電子実装技術は目標7, 9, 12に、特に「目標9：産業と

技術革新の基盤づくり」に関連することが示されました。

これに相当するSociety 5.0の取り組みとしてはコネク

テッドインダストリーズ、スマート製造等があります。

これらに関連する国際標準化としてIoT、スマートマ

ニュファクチュアリング、コネクテッドファクトリーエ

クスチェンジ等があり、これらを扱う標準化組織の何れ

ともTC91はリエゾン関係を構築しており、電子実装技

術はSociety 5.0と深く関係していることが紹介されま

した。

①METIプロジェクト：三次元電子モジュールの
　外形および電気的試験方法に関する国際標準化

IEC TC91における最新実装技術の一つである部品

内蔵技術・三次実装技術関連の国際標準化は、TC91/

WG6（プリント基板・部品内蔵基板―用語、信頼性、設

計指針）において活動が行われています

現在、経済産業省事業により福岡大学を中心に技術開

発された「三次元電子モジュール」を積層した評価方法

として「多層モジュールの積層部接続性試験方法」の国

際標準化を、日本がリーダとなり提案中で、今年10月

のTC91釜山会議でNP提案を予定しています。

「JEITA電子実装技術標準化活動報告会2018」
実施報告

第１部　Society	5.0に向けた日本の国際標準化戦略

第２部　電子実装技術の国際標準化活動

会場の様子

三次元電子モジュールを積層した
多層モジュールの例

標準化センター

● 1 2
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標準化センターActivity 活動報告

②IEC	61189-5-601：はんだ接合部のリフローはんだ付け性
　およびプリント配線板のリフロー耐熱性試験方法

現在、IEC TC91/WG3（電子実装の測定・試験方法）

において、2020年のIS規格新規制定を目指して、日本

がリーダとなり審議を進めている規格です。プリント

配線板に対するSMDの実装性を評価する試験方法を規

定するもので、下表に示す6つの試験方法を検討してい

ます。

プリント配線板に対する試験方法をIEC規格化するこ

とにより、プリント配線板メーカ、配線板材料メーカ、

それらのユーザである機器メーカなどエレクトロニクス

業界のワールドワイドな取引に有益な内容となるよう推

進することを考えています。

プリント配線板に対する試験方法をIEC規格化するこ

とにより、プリント配線板メーカ、配線板材料メーカ、

それらのユーザである機器メーカなどエレクトロニクス

業界のワールドワイドな取引に有益な内容となるよう推

進することを考えています。

③IEC	60068-2-82：電気・電子部品のウィスカ試験方法

IEC TC91/WG3において現在CDV段階でドイツと

日本が共同リーダとなり審議を進めている規格です。

ウィスカとは、低融点金属から、自然成長する金属突起

物で、電子回路の短絡原因となることがあります。JEITA

は、鉛フリー実装の普及活動の中で、この問題に取り組み、

2007年にIEC 60068-2-82を制定しました。約10年が

経過し、現状に即した規格の見直しを行っています。

省エネルギー、エネルギー利用効率向上の機運が高ま

る中、電力変換時の損失を減らすためのキーデバイスで

あるパワーデバイスを用いた電力変換機器が注目されて

います。

パワーデバイスが使用される環境を想定し、種々のダ

イアタッチ材料・接合システムについての接合信頼性評

価の標準となる評価試験方法および評価基準（品質性能

基準）を提供することを目的として、IEC国際標準化提

案を行う目的で、平成27年度からMETIプロジェクトと

して3カ年活動してきた成果が報告されました。

 

プロジェクトはパワーデバイスの形態によってディス

クリートタイプとモジュールタイプの2つのWG活動で

第３部　次世代パワーデバイス実装に関する
　　　　国際標準化（METIプロジェクト）

電子部品の端子上に成長する錫ウィスカの例

想定されるダイアタッチ材の接合構造

【IEC	61189-5-601で規定予定の試験項目】
試験No. 試験項目

Tg1 リフロー後のはんだ接合部初期品質

Tg2 リフロー工程中の部品とプリント配線板の反り

Tg3 プリント配線板のリフローはんだ耐熱性

Tg4 プリント配線板のランドの濡れ性およびはじき性

Tg5 プリント配線板のランドのはんだ食われ性

Tg6 試験用プリント配線板のランドの引き剥がし強度
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実施され、それぞれダイアタッチ材料・接合システムに

着目した評価試験方法として、温度サイクル試験および

パワーサイクル試験の条件と評価基準が検討されまし

た。接合材評価試験用標準デバイスを用いた温度サイク

ル試験では、熱抵抗測定によりダイアタッチ部のクラッ

ク進行度合いを計る評価試験方法の有効性が確認されま

した。パワーサイクル試験については、有限要素法解析

により試験中のダイアタッチ材のクリープ変形機構がシ

ミュレーションされ、より適切な試験条件の在り方が検

討されました。

こうしたMETIプロジェクト活動成果を基に、IEC国

際標準化に向けダイアタッチ材評価試験方法の2規格案

をNP提案しています。

さらに、今後は産業用途向け電力半導体デバイスの

放熱構造接合部の寿命評価方法開発に取り組む新たな

METIプロジェクトを、平成30年度から3カ年の計画で

進めていく事業内容が報告されました。

①実装技術標準化専門員会の標準化戦略

標準化活動の概要や意義について報告が行われまし

た。技術の進歩や世の中の変化に伴い、今までのやり方

が通用しなくなるケースが出てきており、時代の流れに

合わせて常に追加、変更していく必要があり、現在、以

下のグループが組織され、活動を行っております。

②電子機器実装におけるサーマルマネジメント

ここでは電子部品の実装形態の変化にともない必要と

なった、電子機器の熱設計のインフラ整備を行うサーマ

ルマネジメントの取組みについて紹介が行われた。

プリント配線板に実装される電子部品は、スルーホー

ル実装のリード付き部品と表面実装部品に大別されま

す。スルーホール実装の発熱部品で発生した熱の概ね8

割以上は、部品表面より大気に直接放熱されますが、表

面実装部品で発生した熱は、その9割以上がプリント配

線板経由で放熱されます。前者に対する熱設計は、主と

して筺体内温度の制御であり、手法は長い歴史を経て確

立されています。後者に対する熱設計はプリント配線板

の温度の制御が主となりますが、その手法は確立されて

おらず、部品仕様も適切に定められているとは言い難い

のが現状です。サーマルマネジメント標準化検討グルー

プは、この問題に対応するために、グループ活動を実施

しています。

第4部　実装技術標準化専門委員会
　　　　最新活動トピックス報告

・先端実装技術標準化G
・はんだ付け試験標準化G
・実装CADライブラリ＆データフォーマット標準化G
・接合耐久性試験方法G
・電子実装技術用語G

・IEC 62090（バーコート規格）改訂対応PG
・はんだ付け実装要求事項改定検討PG
・ウィスカ試験方法研究会
・サーマルマネジメント標準化検討G
・スルーホールリフロー実装に係わる要求事項標準化PG

実装技術標準化専門委員会の傘下組織

個 別 課 題 検 討 チ ー ム領 域 別 グ ル ー プ 組 織
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関西支部

支部部品運営委員会（委員長：ホシデン（株）古橋健士	

社長）は、毎年恒例の「グローバル開催」を、本年度は中

国香港・深センで実施しました。8月23日（木）～ 24日

（金）に下記各機関・社を訪問、25日（土）には、委員各

社の現地責任者を交え、深センで定例委員会を開催し

ました。

香港都心の同事

務所を訪問、所長

の伊藤亮一氏、次

長の中井邦尚氏よ

り「深セン・香港の

イノベーション動向」並びに「中国における経済・政策・

ビジネス環境」についてブリーフィングを受けました。

JETROでは、内外スタートアップ企業を対象に双方

向の投資拡大を図る「グローバル・アクセラレーション・

ハブ事業」を展開しています。この事業から得た最新

情報も織り込みつつ、深センのハードウェアサプライ

チェーンの状況、Seeed Technology社並びに深セン

清華大学研究院の概要、香港と深センの産業・文化的な

差異等を教示いただきました。

香港・マカオ・広東省のインフラ連携、市場一体化に向

け高速鉄道・橋梁の新設等を進める「ベイエリア計画」、

さらに中国マクロ経済の状況も含めて詳しく説明いた

だ き、 活 発 な 質 疑 が

行 わ れ ま し た。 各 訪

問 に 先 立 ち、 地 域 の

最 新 状 況 を 理 解 す る

ことができました。

深 セ ン 市 南 山

区 の 同 社 施 設

x . f a c to r yを 訪

問、CEOのEric 

Pan氏、 日 本 法

人社長の坪井義浩氏をはじめ幹部より同社の事業・技術・

製品を紹介いただくと共に、施設を見学しました。

同社は、メイカーズ（ハードウェア製造を手がける起業

家）や大手企業の評価用基板ニーズに応え、従来の製造業

では不可能な小ロット・短納期で電子機器基板を製造・供

給する一方、工房「Makerspace」を設置・運営し、メイカー

ズの活動支援に取り組んでいます。x.factoryはその一大

拠点で、世界中からメイカーズが集まり、プロトタイプ

を作成しつつ地域サプ

ライチェーンとの関係

を構築しており、有望

な事業者には資金的な

支援も行われます。

生活・産業のあらゆる場面にIoT技術によるソリュー

ションを浸透させるべく、基幹技術をモジュール化して

提供、デザインもアート性を重視する等、メイカーズ・

コミュニティの活力を存分に引き出しています。俊敏な

開発・生産力とオープンな技術プラットフォームを有す

る同社との連携は、電子部品事業にとっても大変魅力的

で、有意義な視察とな

りました。

Activity 活動報告

JETRO香港事務所
8月23日（木）16：20～18：10

Seeed	Technology社	x.factory
24日（金）9：20～11：30

部品運営委員会「中国香港・深セン開催」
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同 研 究 院 は、

中国のMITとも

呼ばれる清華大

学の傘下組織で

す。学問研究に

留まらず、事業化に繋ぐことを方針に掲げています。有

望技術の発掘・研究に加え、傘下の投資会社／アクセラ

レーターである「LEAGUERグループ」と連携し、スター

トアップに対する技術・資金の支援も行います。今回の

訪問・面談はJETRO大阪本部、並びにJETRO広州事務

所・部長Zhan Linhe氏の支援を得て実現しました。

最初に、同院の活動を紹介するショールームに案内さ

れ、項目経理のZhao Jingjing氏より、同院の組織体制

と運営、取り組んでい

る技術・プロジェクト

について説明を受けま

した。

続いて、研究院幹部

（院長助理）のShi Lei

氏と会談、研究院設立

の経緯、深セン市政府

との連携による活動方

針、さらにEVをはじめとする注目分野への取り組み等、

多様な質疑が行われました。

中国は、先端的なIoT・ICTを活用する新規サービスの

展開において先行しており、起業数も莫大です。今回は、

大学の人材・技術・資金力をスタートアップの創出・支援

に結び付ける仕組みについて大きな知見を得ることがで

きました。

アリババ社（本社は

杭州）と協業関係にあ

るソフトバンク（株）の

清水執行役員様、爲房

統括部長様（いずれも支部運営部会委員）のご尽力により、

同社の深セン地域におけるビジネス戦略拠点「阿里中心

（アリ・センター）」を訪問しました。Eコマース、金融、モ

バイルなど、アリババグループの多様な企業群が拠点を

構え、若く優秀な人材（平均年齢29才）が集まっています。

長尾専務理事からのJEITA紹介、古橋委員長からの代

表挨拶の後、アリババとソフトバンクの合弁であるSBク

ラウド社CEOの内山 敏 氏より歓迎の挨拶がありました。

続いてアリババ社 DirectorのAdam Liu氏より同社ク

ラウドIoT事業の紹介、また、CTOのChen Chen氏（アリ

ババ社Senior Architect兼務）よりクラウド市場の動向、

同社クラウド事業の取り組み事例を中心にプレゼンテー

ションがあり、セキュリティ、

パフォーマンス等、技術とビ

ジネスの双方にわたる質疑が

活発に交わされました。

上記いずれの企業・研究院においても、中国の若く優

秀な人材が、多様な企業・起業家とグローバルに連携し

つつ、事業をスピーディに展開しており、日本のもの

づくりとの差異を見せつけられた印象を持ちました。

深センの街自体も、斬新なデザインの高層ビルが続々

と建設され、起業を目指す若者の活気に溢れています。

まさに中国の今、深セン・香港のパワーを実感する視察

となりました。

深セン清華大学研究院
24日（金）13：30～15：30

アリババ社	阿里中心
25日（金）16：00～18：10



関西支部Activity 活動報告

関西IT・ものづくり技術委員会では9月20日（木）に大

阪歴史博物館で「イノベーションを通じた日本の成長戦

略～IoT・AIがもたらす社会変革と企業の成長戦略につ

いて～」をテーマに標

記セミナーを開催し、

約200名の参加があ

りました。

東 啓 委員長（TOA（株））の挨拶に続き、パナソニッ

ク（株）の梶本一夫 氏より講演いただきました。

「デジタル化とインターネットの普及を経てIoT+AIの

時代となり、家電の価値がモノからコトに移る中、日本

企業はニーズ・シーズを重視し、汎用性の視点に欠ける

のでは」という課題提起がありました。汎用中心のエコ

システムでは、オープンソース、ソフトウエア開発キッ

ト、クラウド、M&A等、多様な取り組みが求められま

す。日本が再び飛躍するためには、コトづくりファース

トの戦略、社内プロセスのオープンイノベーション化、

「ストック型」ソフトウエア開発、現場へのエンパワーメ

ントが重要です。AI・ロボティクス家電や自動運転・コ

ミュータ、店舗・接客ソリューション、次世代物流・搬送

など同社の豊富なIoT事例も紹介されました。

（株）クボタの飯田 聡 氏より講演いただきました。

農業就労者の減少をはじめ、日本農業が抱える諸課題

の解決に向け、同社では、高性能・高耐久／低価格農機、

IoTを活用した営農支援システム（KSAS）、自動・無人化

農機によるスマート農業システムの開発に取り組んでい

ます。KSASでは、PDCAを回す農業（農地・圃場情報の入

力→作業指示、進捗確認→収量・食味・生産性の分析）によ

り、食味のバラツキを抑え、収量を増加させます。今後は、

IoT・ロボット技術の活用により、超省力・高品質の生産と、

自動・無人化を進めます。水・環境分野共通のソリューショ

ンとして、クラウドによる遠隔監視／故障予知・診断シス

テムを有するプラットフォーム（KSIS）も紹介されました。

日本マイクロソフト（株）の榊原 彰 氏より講演いただ

きました。

同社は、データセンターや海底ケーブルへの莫大な投

資により、ソフトウエアライセンスからクラウドに事業

シフトしました。米政府に次ぐ世界2位のネットワーク

規模を誇り、140カ国でクラウドを提供、「地球上の全

ての人々と全ての組織がより多くのことを達成できる

ようにする」をミッションに「AIの民主化」（低コストで

オープンなAI機能の提供）に取り組んでいます。「人間の

能力と同等もしくはそれ以上」の様々なAI技術による多

様なアプリケーションが紹介され、特に身体の障害をAI

技術で克服する事例は感動的でした。最後に「パートナー

シップ オンAI」として、日本におけるAIの社会実装を共

に考えよう、と呼びかけられました。

今回初の試みとして、各講

演の質疑とは別に、講師によ

るパネルディスカッション形

式で全体質疑を行いました。アンケートの評価は94％

が好意的（とても良い、良い）で、「異なる3つの切口の

講演で、面白かった」「分かりやすく、内容も幅広い」「全

体質疑が刺激的だった」等のご意見もいただきました。

2018技術セミナー

IoT時代における日本のエレクトロニクス産業の
変遷とパナソニックの戦略について

IoTがもたらすクボタの革新について

AIの民主化への取り組みと目指す社会
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9月度 関西支部運営部会
「住友電気工業（株）大阪製作所」見学

支部運営部会（部会長：パナソニック（株）渕上英巳	執

行役員）では、9月19日（水）に住友電気工業（株）大阪製

作所を訪問しました。

最初に9月度の部会を

開催しました。渕上部

会長からの開会挨拶に

続き、5月度に実施した

運営部会の活動に関す

るアンケート結果、並びに支部活動関連の報告を行いま

した。アンケートでは、年4回の部会の内、1回は見学

を実施してほしいとの意見が多く、今回の見学は、その

ご希望に沿った形となりました。

社会システム営業本部・営業企画部の河西英俊 主幹よ

り説明がありました。

同社は1897年の「住友伸銅場」開設を以て創業とし

ており、昨年120周年を迎えました。5つの事業セグメ

ント（自動車、情報通信、エレクトロニクス、環境エネ

ルギー、産業素材他）を手がけ、2018年3月期の売上は

連結で3兆820億円、営業利益は1,731億円、世界40カ

国で事業を展開し、売上げは海外が6割弱、グループ社

員は25万人に上ります。

5年毎に中期経営計画を策定しており、今年度発表し

た「22VISION」（ 2018 ～ 22年度）では、「モノづくり

力のさらなる強化」、「グローバルプレゼンスの向上」、

「トップテクノロジーの創出・強化」に重点的に取り組む

ことで、最終年度に売上高3兆6,000億円、営業利益

2,300億円の目標を掲げています。

研究開発本部・研究企

画業務部の今井貴浩　

次長より、研究開発体

制と、各組織の取り組

みについて説明があり

ました。

2017年の研究開発費は連結で1,177億円に上りま

す。モビリティ、エネルギー、コミュニケーションの3

領域を中心に、コア技術の強化、自動車・エネルギー分

野の大変革に応えるイノベーションの創出、超伝導をは

じめさらなる革新技術へのチャレンジに取り組んでい

ます。

研 究 開 発 本 部・研 究

企画業務部 桑原一也グ

ループ長にご案内いた

だきました。

脈々と受け継がれる

「住友事業精神」の紹介に始まり、自動車電装部品・ワイ

ヤハーネス、光ファイバ・光ケーブル、フレキシブルプリ

ント回路、多様な電線・ケーブル類から、超硬合金工具「イ

ゲタロイ」をはじめとする切削工具類まで、多様な分野

にわたる技術・製品がわかりやすく展示されています。

銅電線の製造を出発点に、長年にわたる研究開発によ

り幅広い事業に進出、現在は多方面で社会の基盤を広く

支える同社の事業の全体を理解でき、大変有意義な訪問・

見学となりました。

9月度運営部会

住友電工の概要と新中期経営計画「22VISION」

R&Dの取り組み

研究本館ショールーム見学
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